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昭和53年度の海外関係業務をふりかえって

海外地質調査協力室

地質調査所カミ行っている海外関係業務としては海外

地質調査協力室カミ行っている業務(専門家派遣国際会議

共同研究在外研究調査団等に対するフォ日一国際機関と

の研究協力の推進海外研修員の受入れ及び資料整備等)以外

に資料室及び標本室で行っている資料交換並びに各研究

部課で行っている研究成果の交流等がある.ここでは

従来どおり発展途上国に対する技術協力国際機関と

の協力等を中心として海外地質調査協力室が担当ある

いは関係している業務について概要を述べる.

先進諸国の国際的研究組織との協力発展途上国に対

する技術協力の要請は年とともに国の内外から強くな

りつつある.これらの情勢に対赤して地質調査所は

海外地質調査協力室を窓口として積極的に活動範囲の

拡大と充実につとめている.当室は関係研究部課の協

力のもとに発展途上国に対する専門家の派遣集団並

びに個別研修員の受入れを行うとともに先進諸国の関

係研究機関並びに国際機関との協力を行っている.

過去10数年にわたり各国に派遣された専門家によって

示された業績並びに受入れた共同研究員及び研修員な

どにより当所に対する各国関係機関の評価が高まり

先進国の研究者との共同研究の実施関係機関要人の来

訪専門家の派遣要請研修参加希望者の増加及び国際

会議への積極的た参加要請等いずれも年とともに発展を

示している.毎年開催されている2つの集団研修コｰ

スは今年で第12回を終了しこの間に受入れた研修員

の数は260名に達しそれらの出身国はアジア中近東

アフリカ及び中南米等の34カ国に及んでいる.今年度

とくに顕著な技術協力のテｰマとしては地下水開発に

関するプロジェクトの増加したことが挙げられ個別研

修は大部分が海洋地質調査船白嶺丸に乗船して行われ'

たことである.

海外地質調査協力室は4半期毎に海外地質朗報を印

刷し業務内容専門家からの報告及び海外関係ニュｰ

スを取まとめて広く関係方面に参考資料として配布し

ている.以下こ枠らの要約を含めて53年度の業務を

ふりかえってみたい.
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策1表

在外研究

53年度渡航中(無印)出発(○印)帰国(△印)

△

△

○△

伀

○△

○

○

○△

目的

高温･高圧下における岩石

の地震波速度

テクトノフイシクス

マンガン団塊に関する深海

珪質堆積物の堆積学

古流系の解析

中性子放射化分析

同位体地質学

同位体地球化学

塊状硫化鉱床

高温岩体からのエネルギｰ

抽出

深海底マンガン団塊の研究

在外研究機関

米国

スタ:ノフォｰド大学

米国メンロパｰク地質調査所

米国カリフォルニア大学スクリ

ップス海洋研究所

韓国慶北大学

米国シカゴ大学

米国地質調査所(デンバｰ)

カナダアルバｰタ大学

米国ペンシノレベニア大学

米国カリフォセニア大学ロスア

ラモス科学研究所

フランス国立海洋センタｰ

西独国立海洋研究所

氏名

伊藤久男(地殻熱部)

衣笠善博(環境地質部)

中尾征三(海洋地質部)

長浜春夫(地質部)

関中剛(技術部)

倉沢一(技術部)

佐々木昭(鉱床部)

古宇田亮](鉱床部)

高島勲(地殻熱部)

水野篤行(海洋地質部)

期間

51.3.5～53.4.30

52.10.6～53110.5

5312.1～54.4.30

53.5.8～53.5.27

53.5.26～55.5.25

53.8.15～53.11.12

53.8.4～54,8,3

54.1.3～55.1,2

54.1.30～54.3.26

54.3.26～54.4.9

経費

スタンフォｰド大学

科学技術庁(長期)

科学技術庁

カリフォルニア大学

慶北大学

シカゴ大学

科学技術庁(中期)

アルバｰタ大学

ペンシルベニア州立大学

コニ美技術院

科学技術庁

(2国間協力)

第2表

共同研究

(53.4.1～54.3.31)

国籍

フィリピン

米国

研究題目

空中磁気探査デｰタの処理･解釈

深海底マンガン団塊

氏名

��来�����

�癩����

所属

鉱山局海洋資源部

地質調査所

期間

53.8.7～53.10.21

54.2.8～54.3.16

経費

��

米国地質調査所

1.在外研究･共同研究

今年度の在外研究員は合計10名でこれらの内訳は1

名カミ前年度からの研究を引継き今年度も継続2名は前

年度開始した在外研究を終了して帰国3名は今年度内

に在外研究を終了残り4名はいずれも在外研究期間カミ

来年度に継続されている.在外研究費の負担機関とし

ては半数が外国の大学ついで科学技術庁である.研

究目的在外研究機関研究期間及び経費負担機関名等

は第1表にみられるとおりである.

共同研究員としては第2表にみられるとおり米国及

びフィリピンから各1名の参加があった.米国地質調

査所PIP鵬博士の白嶺丸における共同研究は日米天然

資源会議(UJNR)の日米協力活動の一環として実施され

た.フィリピン鉱山局R酊mUND氏は国際産業技術

研究事業(ITIT)の特別研究として実施されている東

南アジア地域の地質構造に関する研究に関し物理探査

部において共同研究を行った.

2.国際研究協カ

ユ業技術院による国際産業技術研究事業(亙TIT)の

特別研究の1つとして東南アジア地域地質構造の研

究カミ取り上げられ第1次計画として昭和48年度から4

カ年計画でインドネシア地質調査所とジャワ島の地質

構造について共同研究を実施しこれらの成果はインド

ネシア地質調査所からつぎのような出版物として公刊さ

れた.
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第2次計画として昭和52年度から4カ年計画でフィ

リピン鉱山局と空中磁気探査デｰタの処理と解釈による

地下構造の共同研究を開始した.なおこの研究に関

する基礎資料の充実をはかるため国際協力事業団の派

遣専門家による技術協力もあわせて実施されるよう計

画されている.

日本一フィリピンｰインドネシア地域を形成する島弧

系列は東アジア大陸の前縁にあたり地質構造発達史

の解明及び鉱産資源賦存可能地域として地球科学的に興

味ある地域である.第1次計画においては重力デｰ

タによりインドネシアのジャワ島を中心とする地域の地

質構造を明らかにした.第2次計画においてはフィ

リピンのルソン島及びその周辺地域を対象とし空中

磁気探査デｰタの処理解釈及びそれらに関連する調

査研究を実施し同地域の地質構造の解明及び鉱物資源

賦存地域の予測を行う予定である.今年度は室内研究�
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策3表

＼国別

海外と

年

度

四

十

九

年

五

十

年

五

十

年

五

十

年

五

十

年

対象別＼

技術術力

在外研究

受入研修員

その他渡航

技術協力

在外研究

受入研修員

その他渡航

技術協力

在外研究

受入研修員

その他渡航

技術協力

在外研究

受入研修員

その他渡航

技術協力

在外研究･共同研究

受入研修員

その他渡航
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においてレイテ島の岩石サンプノレの磁気測定ネグロ

ス島の空中磁気図の作成及びそれのフィノレタｰ処理解析

解釈を行い在外研究においてはフィリピン鉱山局が

使用中の電算機に適したデｰタ処理プログラムの開発及

び技術移転既成の空中磁気図のフィノレタｰ処理解析

及び解釈を行った.なお今年度は上記計画の推進及

び今後の発展を討議するためフィリピン鉱山局長の

JuanitoC.F囲N州D遡氏が研究管理者として昭和54

年3月5員から10目間わが国に招へいされた.

鉱床部石原課長は来年度から4カ年計画で実施が予定

されているITITの特別研究の1つであるチリにおけ

る乾燥地帯の銅鉛亜鉛鉱床探査法の研究に関す

る事前協議のため昭和54年3月9目から16目間チリ及

びペノレｰに出張した.

なおITITは発展途上国に対する資涼エネノレギｰ研

究協力を計画しその1つとして共水性ガスの開発･利

用に関する研究協カを推進するためフィリピンからエ

ネルギｰ省エネノレギｰ開発局次長んSA㎜IY泌SALI博

士が研究管理者として昭和54年3月23目から10目間わ

が国に招へいされた.

環太平洋マップ･プロジェクトは1973年に発足し

翌年に設立された環太平洋エネノレギｰ鉱物資源理事会

(Circum-Paci丘cComci1forEnergyandMinera1Resources)

の事業の1つとなったが実質的に米国地質調査所が全

体の運営に当っている.このプロジェクトの目的は

地質･地質構造及びエネルギｰ･鉱物資源に関する情

報を収集して1,000万分の1及び2,000万分の1の

地図にまとめるとともに可能なかぎりデｰタの標準化

とコンピュｰタｰ化を促進することである.

このプロジェクトでは環太平洋地域を4つのクオド

ラントと南極に分け5つの区域にそれぞれのバネルが�
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の交流

(49;4,1～54.3.31)
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設立されている.このうち極東ソ連からインドネシ

アに至る北酉クオドラント･パネノレの議畏を資源開発大

学校西脇親雄理事長が副議長を佐野海外地質調査協力

室長がつとめている.パネルメンバｰとして国内で

は当所関係部課をはじめ東京大学神戸大学石油

公団石油技術開発センタｰ及び石油資源開発株式会杜

から関係者カミ参加し国外では関係国の地質調査研究

機関国連機関及び東南アジア石油探査協会(SEAPE

X)から関係者が参加している.なおバングラデシ

ュ地質調査所よりパネル活動への参加希望が表明され

承認された.

昭和53年5月米国地質調査所(レストン)において

第4回パネノレ議長会議が開催されわが国から北西クオ

ドラント･パネノレ議長と当所佐野海外地質調査協力室畏

が出席した,同年8月ハワイで開催された第2回環太

平洋エネルギｰ鉱物資源会議にいくつかの原稿図が展

示されまたプロジェクトの臨時会合が開かれ上記両

名が出席した.さらに昭和53年10月シンガポｰルで

開催されたCCOP第15回会合の際に北西クオドラン

ト･バネル会合カ欄かれ西脇議長のほか当所より佐

藤良昭技官(CCOP会合政府代表)及び井上英二課長

(CCOP特別顧間)が出席した.

米国地質調査所において作成中であった地理(地形)

図は環太平洋全域と4つのクオドラントについて完成

し米国石油地質学会から出版された.

北酉クオドラント･パネルの今年度の活動は各種の

首題図の全区域の原稿図の作成とそれらの検討に主力が

そそがれた.

陸域の地質図一原稿図は地質部野沢保技官により作

成されシンガポｰノレで開かれたパネノレ会合で最終原�
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編図として承認されたカミ若干の追加資料カミ必要で関

係国の協力を待っている.海域の地質図の原稿図は海

洋地質部盛谷智之技官により作成されたがプロジェク

ト全体として内容や表現についてなお検討中である.

地質構造図の一部として神戸大学伊勢崎修弘助教授

の協力を得て佐野室長が堆積盆地アイソパック(深海

底を含む)及び海底磁気縞模様の図を作成し多色コ

ピｰを関係者に配布した.

地球物理図は地質資源図を兼ねることが決定され北

西クオドラント･パネノレが中心となって実験図の作成を

進めるよう要請されている.東大地震研究所上田誠也

教授らの協力を得て佐野室長が実験図を作成し熱流

量･重力･火山及び地熱資源についてほぼ全区域のデ

ｰタを収集した.震源分布および発震機構の編集及び

プロットは米国で行われている.

エネルギｰ資源図の編集に関して曾我部燃料部長が

石炭資源のデｰタを収集した.また前記地質構造図

のために編集された堆積盆地図はこの図のバックグラ

ウンドとなるものである.

鉱物資源図については鉱床部山田敬一課長により陸

域の鉱床分布図が作成され新しい資料を追加してその

改訂カミ続けられているほか西脇議長により地質バック

グラウンドの検討が行われている.

デｰタバンクについては石油公団石油開発技術セン

タｰによりコンピュｰタ･プログラムの開発が続けら

れ地球物理図の実験図の作成に利用された.IUGS

のIAVSEIの火山デｰタシｰトが簡略化され

された.

ファイル

鵬CAP鵬C帥CS堆積盆地対比プロジェクトは世

界地質対比計画(IGCP)の一つ(プ回ジェクトN｡.32)と

してエスキャップ地域に関する事務局がエスキャップ

天然資源部鉱物資源課におかれている.このプロジェ

クトは1968年にインドで開かれた第1回エカフェ(現在

のエスキャップ)石油シンポジウムにおいてエスキャッ

プ地域の各堆積盆地内及び各堆積盆地相互の地層対比

を確立することカミ堆積盆地内の石油天然ガス集積の地

質環境を明らかにするために重要で今後このような作

業を継続する必要性が認められた.堆積盆地層序対比

に関する作業部会は域内国の専門家により数回開催さ

れ各国の層序対比に関する現状報告作業規程などカミ

討論された.1975年末にエスキャップ本部で開催され

た作業部会においてこのプロジェクトの作業計画カミつ

ぎのように決められた.層序図帖は各盆地毎に1図幅

としその縮尺は複雑さに応じて1/100万または1/500

万で垂直縮尺1/2,500の地質層序柱状図を付し簡単

な説明書を添付する.堆積盆地図帖は縮尺1/1,ooo

万で完成する.これら2種類の地図帖は各国の責任

者からエスキャップ事務局の調整者に原稿カミ提出され

エスキャップで印刷出版される.

当所はこのプロジェクトに協力するため地質部吉田

尚田中啓策小野千恵子の各技官燃料部曾我部部長

掃出課長及び海外地質調査協力室河野迫也技官により

作業を進めた.わが国においては層序図帖を作成する

にあたりまず日本全体についてついで各堆積盆地毎

に層序図帖を作成するよう計画した.日本全体の層序

図帖はI.吉生代･中生代1I.古第三紀

及び皿.古第三紀以降の3つの時代に区分

①イ:ノトカルカッタに在るインド地質調査所本部

隣接している(昭和53年名取博夫技官撮影)

向って左手に地質博物館が

しそれぞれの時代の1/500万堆積盆地図

及び代表的な堆積盆地の垂直縮尺1/2,500の

地質層序柱状図28本を含む地質層序対比図9

図と説明書から在りこれらの原稿は昭和54

年11月にエスキャップ事務局に提出された.

全体として作業はおくれているがインド及

びフィリピンの堆積盆地の一部はすでに印

刷出版されさらにつぎの国女ビルマイ

ンドネシアマレｰシアフィリピンタイ

の堆積盆地の一部が印刷中である.今後域

内各国の堆積盆地図帖も順次エスキャップ

出版物の1つである鉱物資源開発シリｰズ

(MRDS)に掲載される予定である.�
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策4表

沿海鉱物資源

探査集団研修

(53.6.13～53.12.6)

国籍�氏名�所属

バングラデシュ�Md.AbdurRムzz五QUE�Geop止ysici昌t,Bang1adeshOi1&GasCo叩｡rat…on

ピノレマ�UH1aMYINT�Geologist,MyanmaOi1Corporatio口

インドネシア�DadangKムDARIs亙AN�Geologist,Geologica1S岨veyofIndonesia

}�SUBIJムM0Ro�Geologist,Diτecto正ateGene正alOi1andGas

ペノレｰ�JuanManualSa1d肛riagaRA班｡冒�Geologist,InstitutoCienti五｡oTecnologicoMinem

フィリピン�JoseR.BUsTA皿ANTE�Geologist,BureauofMines

〃�NeomanB.De1aCRU互�Geologist,BureauofNines

タンザニア�NijareSalumALLY�Mini口gGeologist,StateMiningCorporatio口

タイ�SuebsakS0LG0sooN�Dep躯tmentofMi口eralResources

��第5表地下水資源開発集団研修(53.8.17～53.12.4)

国籍�氏名�所属

ボリビア�PedroGonza1oEscobaτMEND0孤�Geophysicist,ServicioGeologicodeBolivia

ブラジル�M虹ioThadelエLemeaeBAEB0s�αvilEngineer,Departmento{Water&ElectricPoweτ

エジプト�M出erIs工aiIHANN且�Civi1E㎎hee■,Geneエa1O正ganizationo壬Portab1eWateτ

エチオピア�ArayaGEBRE㎜cHA肌�TopographicalE㎎ineer,EthiopianWaterReso岨｡esAu伍｡rity

フィジｰ�SamisoniNa1e柵kaR畑UYAwム�Geo1ogist,MinistryofLandsandMineralRes㎝r㏄s

イラン�AhmadiEsf北aniMd.RE囲A�Isfa止anR.W.C.

マリ�SaumareDJ工皿E�Hydrogeologist,Dir㏄tiondel'Hydrau1ique,ServicePub1ic

タンザニア�L三sterRaymonaEmestK0NG0LA�Geologist,MinistryofEnergyandM三nera1s

タイ�AmllNAMH五P正IIs畑N�Hydrogeologist,Roya1I皿igationDepart匝ent

��

3.海外研修員の受入れ

国際協力事業団カミ計画する集団研修及び個別研修並

びに国際機関の要請による個別研修を実施した.

沿海鉱物資源探査及び地下水資源開発の2つの集団

研修は今年でいずれも第12回を終了した.個別研修

は6名を受入れその内半数の3名は海洋地質調査船白

嶺丸による船上実習に重点がおかれた.

沿海鉱物資源探査集団研修コｰスは7カ

国から9名の研修員(第4表参照)を受入れ

昭和53年6月19目から12月11目までの7ヵ月

間実施された.このコｰスの目的は海底鉱

物資源主として石油鉱床の探査に関する基

礎知識を与えるため物理探査に重点がおか

れている.講義および室内実習は主として

当所東京分室の研修室において行われこの

ほか駿河湾北部における空中磁気探査野外

実習海洋地質調査船白嶺丸による肺上実習

並びに地質巡検旅行か実施され最後に各研

修員から技術報告書が提出された.

地下水資源開発集団研修コｰスは9カ国

から9名の研修員(第5表参照)を受入れ昭

和53年8月17目から12月4目までの5ヵ月間実施された.

このコｰスの目的は地下水の探査･開発及び管理につ

いての基礎知識を与えることである.室内講義は主と

して国際協力事業団東京国際研修センタｰにおいて行わ

れこのほか測定記録解析など研修員自身が行

う野外実習と地質巡検旅行を実施した.野外実習の結

果は研修員自らがとりまとめ技術報告書として提出さ

せた.

②ビルマラングｰンに在るミヤンマ石油分杜本部この組織からはほぽ毎年沿海

鉱物資源探査集団研修員が派遣されている(昭和53年冬敢博夫技官撮影)�
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策6表

個別研修

(53.4.1～54.3.31)

国籍�研修課目�氏名�所属�期間�経費

インドネシア�建築材料の評価及ぴ利用�SumaniK畑T0sUsAsTR0�建築研究所�53.5.15～53.5.26�国際協力事薬団

トノレコ�海洋地質調査�Meh固etFムKIo帆U�鉱物資源開発研究所�53.5.23～53.10.17�〃

韓国�海洋地質調査�LeeYounOH�資源開発研発所�53.7,10～53.12.25�ESCAP/CCOP

トンガ�海洋地質調査�TalanoafukaKI冊KEI畑｡�測量･天然資源省�5411.9～54.3.16�UNESCO

カタｰル�地下水開発�MohammadIb正出i㎜AL-MムNNAI�電気水利省�54.1.16～54.6.8�国際協力事業団

〃�〃�Aj1anAbdu11出AL-KAwARI�''�〃�〃

個別研修はインドネシアトノレコ韓国トンガから

各1名カタｰノレから2名を受入れた(第6表参照).こ

の内3名はいずれも海洋調査船白嶺丸による船上実習を

主目的としており今後このような研修要請の増加か予

想される.

4.専門家派遣

派遣されている専門家は国連の要請コロンボ計画

等により日本政府カミ国際協力事業団(JICA)を通じて行

っている技術協力泳どでいずれも発展途上国における

地下資源開発のための調査･研究･技術指導などに従事

している(第7表参照).

1年以上にわたる長期派遣専門家が53年度も引続き

派遣されているがまだは新しく派遣された国々はメ

キシコ1名エスキャップ3名マレｰシア1名トノレ

コ2名サウジアラビア1名の合計7名である.1年

以下の短期派遣専門家カミ今年度も引続き派遣されてい

るがまだは新しく派遣された国々はコロンビア2名

マリ6名フィジｰ(CCOP/SOPAC事務局)1名タ

イ1名北イエメン1名ケニア2名トルコ2名マ

ダカスカノレ2名の合計17名である.これらの他に極

く短期間に3カ国を巡回した地下水開発技術調査及び

帰国研修員巡回指導のチｰムが派遣された.

エスキャップ･天然資源部鉱物資源課(Economicand

Socia1CommissionforAsi設andthePaci丘｡,NaをuralRe一

･･u｡｡｡･DiYi･i.n,Min･｡･1R｡｡･u｡｡｡｡S｡｡ti.n)に課長とし

て勤務した鉱床部嶋崎吉彦技官は2年7ヵ月の任期を

終えて今年度末に帰国した.

鉱床資源課はエスキャップ創設以来その組織の中でも

活発な活動を続けているものの1つで域内国の鉱物資

源開発に寄与し学術的なシンポジウムセミナｰなど

も数多く開催した.これらの業績は域内国をとりまと

めた各種地図類及ぴすでにN0苗44まで出版された

鉱物資源開発シリ㎞ズ(Miner･1R鍬岨｡esD芭w王･pmeエ･更

S･･i･･)たどにより広く一般に利用されている,

なお付置機関としてつぎの4つの組織アジア沿海鉱

物資源共同探査調整委員会(Committeefo･Co-0･dination

潦�楮��獰散瑩湧景�楮敲�剥��捥���慮�昭

s上…A｡…(CCOP))南太平洋沿海鉱物資源共同探査調

整委員会(C.mmitt｡｡f｡｡C･一･｡din･ti･n･fJ･intP…P･･一

瑩湧景�楮敲�剥��捥�����捩���猨�佐一

SOPAC))地域鉱物資源開発センタｰ(R.gi.n･1Min･･一

･lR…u･…D･マ･1･pm･ntC･nt･･)及び錫鉱業開発調査

センタｰ(TinIndustryDevelopmentandResearchCenter)

を掌握している.鉱物資源課及び付置機関の役割

業務並びに出版物については昨年8月発行の地質ニ

ュｰス288号に詳しく紹介されている.

エスキャップ･アジア沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CCOP)(CommitteeforCo-ordinationofJointPros-

pectingforMinera1ResourecsinAsianOffsboエe虹eas)は

1967年に設立されその加盟国は日本韓国フィリピ

ンベトナムカンボジアマレｰシアシンガポｰノレ

インドネシアパプア･ニュｰギニア及び太平洋信託統

治諸島の10カ国でその事務局はバンコクに置かれてい

る.わが国は委員会の設立当初から積極的に協力し

事務局に対して技術専門家の派遣技術報告書の編集･

印刷集団研修の実施域内国に対する専門家の派遣

CCOPプロジェクトの実施及び現金批出などを行い

委員会における先導的な役割を果している.

事務局に技術スタッフとして派遣されている専門家は

事務局設立以来継続して国際協力事業団の経費により

当所からほぼ2年の任期で現在派遣されている地質部

河田清雄技官を含めて6名である.

技術報告書(T｡｡hni｡｡1Bu11.tin)は1968年に出版され

た第1号以来本年度出版された第12号まで当所でそ

の編集･印刷･出版か行われている.なおこの他に事

務局は委員会会議議事録(技術報告を含む)ニュｰス

レタｰ技術資料狂とを印刷･出版し一般の利用に供し

ている,これら出版物のリストを本文の末尾に紹介し�



一39一

第7表

△

△

△

△

△

△

○△

○△

伀

O△

○△

伀

伀

O△

○△

○△

O△

○△

O△

○△

O△

○△

○△

○△

○△

○△

○△

○△

○

○△

○△

○△

○△

○△

○

○

○

○

O△

目的

鉱物資源調査

技術協力

海洋地質技術指導

地化学探査

ウラン資源探査

〃

水資源開発計画調査

地下水開発技術調査

鉱物資源調査

帰国研修員巡回指導

〃

非金属鉱床調査

金属鉱床調査

水資源開発計画調査

海洋地質調査技術指導

岩石学･鉱床学研究指導

地方水道計画調査

空中磁気探査技術指導

海洋地質調査

地下水開発現地調査

地図作成技術指導

地熱開発事前調査

海外実地研修

〃

〃

海底炭田開発調査

�

地下水開発事前調査

〃

IT工丁研究事前調査

専門家の海界派遣

及び出張

53年度派遣中(無印)

出発(○印)

帰国(△印)

派遣先

メキシコメキシコシティｰ鉱物資源審議会

タイバンコクエスキャッブ･天然資源部鉱

物資源課長

タイバンコクエスキャップ･CCOP事務局

タイバンコクエスキャップ･地域鉱物資源

開発センタ』

コロンビアボゴタ原子カ研究所

マリバマコエ業開発観光省

〃

カタｰル産業工業省サウジアラビア農業

水利省イラン水･エネルギｰ省

マレｰシアコタキナバル地質調査所

インド科学技術垣J石油天然ガス委員会地

質調査所ハングファシュ石油天然ガス公杜

地質調査所ビルマミヤンマ石油公杜

トルヨアンカラ鉱物資源開発研究所

マリバマコエ業開発観光省

フィジｰ(CCOP/SOPAC事務所)トンガ

タイノ･チャイプリンスヨ三子大学

イェｰメン･アラブ共和国サナ公共事業省

フィリピンマニラ鉱山局

白嶺丸によるノ･ワイ南西方海城

〃

〃

マリバマニ!工業開発観光省

サラジアラビアリアド石油鉱物資源省写真

測量局

ケニア財政企画省

〃

フィリピンシンガポｰノレマレｰシプタイ

トルコアンカラ石炭公杜

マダガスカル経済省工業鉱山局

チリ鍋公杜ペルｰ地質調査所

期間

48.12.12～54.12,11

��

��

��

53､

��

��

��

��

��

815～54.

1.15～54.

8.15～54.

2.3～53.

3.14～53､

〃

7.7～53.

〃

7.21～55.

8.20～53.

㌮㌱

�㌰

8.1里

�㌱

��

�㈶

�㈰

��

〃

9.28～55.9.27

53.10.12～53.10.25

〃

53.10.12～53.11.20

53.11.13～53.12.10

53.11.27～53.12.17

53.12.23～54.1.30

〃

54.1.13～54.3.13

〃

〃

〃

〃

54.1.27～54.3,9

54.1.27～56.1.26

��

��

��

��

5些.

��

2.1～54.2114

2.20～54.3.13

〃

�

2.20～54.5,17

2.20～54.4,18

3.22～54.4.11

〃

3.9～54.3.24

氏名

竹田

嶋崎

河閏

伊藤

坂巻

望月

坊城

英夫(鉱床部)

吉彦(鉱床部)

清雄(地質部)

司郎(技術部)

幸雄(鉱床部)

常一(技術部)

俊厚(燃料部)

村下敏夫(環境地質部)

石丼武政(環境地質部)

野間泰二(環境地質部)

白波瀬輝夫(技術部)

上野三義(鉱床部)

駒井二郎(物理探査部)

名取博夫(燃料部)

藤井紀之(鉱床部)

平野英雄(鉱床部)

松野久也(環境地質部)

村下敏夫(環境地質部)

本座栄一(海洋地質部)

石原舜三(鉱床部)

武屠由之(物理探査部)

長谷川博(海外室)

中塚正(物理探査部)

水野篤行(海洋地質部)

棚橋学(海洋地質部)

玉木賢策(海洋地質部)

宮崎光旗(海洋地質部)

小野寺公児(海洋地質部)

西村昭(海洋地質部)

正丼義郎(総務部)

村下敏夫(環境地質部)

桑形久夫(技術部)

馬場健三(地殻熱部)

高木慎一郎(地殻熱部)

安藤直行(技術部)

吉井守正(鉱床部)

申島輝允(鉱床部)

坊城俊厚(燃料部)

津宏治(物理探査部)

曾我部正敏(燃料部)

森和雄(環境地質部)

石原舜三(鉱床部)

経費

国際協カ事業団

国連

国際協カ事業団

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

�

〃

〃

〃

〃

〃

��

〃

地質調査所

〃

'一

〃

〃

国際協カ事業団

〃

��

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃�
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である.

術指導に従事している.

エスキャップ･地域鉱物資源開発センタｰ(RM鼠孤C)

(Regiona1Minera1ResourcesDevelopmentCenter)は

1973年に設立されその事務局はエスキャップ本部内に

置かれているが近くインドネシアのバンドンに移転す

る予定である.事務局には日本西独オランダか

ら技術専門家が派遣され当所からは設立以来地球化学

専門家カミ国際協力事業団の経費で派遣されており現在

技術部伊藤司郎技官カミ派遣され域内国の諮問サｰビス

に当っている.

センタｰの業務は域内国の要請に応じ事務局に所属

する専門家を派遣すると同時に先進国から適宜専門家

の派遣も要請している.

エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探査調整

委員会(CCOP/SO里AC)(CommitteeforCo-ordinationof

JointProspecti㎎forMinera1ResourcesinSouthPaci丘｡

A･…)は1972年に設立以来毎年1回メンバｰ国技

術顧問国際機関の代表などによる会合を開催している.

そのメンバｰ国は英領ソロモン群島クック諸島フィ

ジｰトンガニュｰジｰランドパプア･ニュｰギニ

ア及び西サモア等の南太平洋の諸国である.

委員会はその事業の1つとして海洋調査船による域

内国を含む南太平洋海域の海洋地質調査及び技術研修

を実施している.この調査･訓練航海をするにあたり

昨年度に引続き今年度もわが国に海洋地質専門家の派遣

を要請してきた.今年度も当所から海洋地質部本座栄

一技官カミ10月中旬から約1ヵ月の航海に参加し海洋地

質調査並びに研修員の訓練を実施した.

サウジアラビア･眉油鉱物資源省は日本･サウジア

ラビア技術協定にもとづき国土基本図作成プロジェクト

を推進するにあたり昭和50年度及び51年度の2度に

わたりわが国から派遣された実行計画調査団と協議を

重ねこのプロジェクトを実施するはこびになった.

海外地質調査協力室桑形久夫技官は2度にわたる上記

実行計画調査団に参加し昭和54年1月からはプロジェ

クト実施のため他の測量専門家とともに国際協力事業

団派遣専門家として2カ年の予定でリヤドにある写

真測量局に派遣された.

タイ'プリンス･ソンクラ大学はバンコクの南方約800

㎞のところにありここには昭和51年8月から元当所職

員沢田秀穂博士が国際協力事業団派遣専門家として派遣

されている.同博士は総長顧問として地質調査研究プ

ロジェクトを創設しその推進にあたっている.このプ

ロジェクトに協力するため鉱床部石原舜三課長は国際

協力事業団派遣専門家として昭和52年に2ヵ月半同地に

出張し錫鉱床を伴う花商岩類の調査研究並びに大学

卒業生の研究指導を行ったがさらに53年10月から約1

ヵ月間再度出張して研究成果のとりまとめを行った.

コロンビア･原子力研究所は西独フランス及ぴス

ペインなどの協力により国内ウラン資源の探査を積極的

に進めている.鉱床部坂巻幸雄技官及び技術部望月

常一技官は国際協力事業団派遣専門家として前年度か

ら引続き7ヵ月間出張しウラン鉱床の探査及び鉱床

学的･地球化学的な技術指導を行った.

トルコ･鉱物調査開発研究所(皿砒)は首都のアンカ

ラにあり昭和41年にはじめて当所から炭閏調査の専門

家がトノレコ政府の経費で派遣され引続き昭和44年から

国際協力事業団の経費により金属鉱床探査地質構造

及び岩石学の専門家が当所及び民間業界から派遣さ

れ常時2～4名がMTAに駐在している.

前任者の交代として非金属鉱床専門家の鉱床部藤井

紀之技官及び金属鉱床専門家の鉱床部平野英雄技官が

いずれも昨年9月に2カ年の任期で派遣され54年6月

にはさらに当所から金属鉱床専門家1名が派遣される予

定でさる.

メキシコ･鉱物資源審議会(CR皿)には鉱床部竹田

英夫技官カミ国際協力事業団派遣専門家として48年12月

から引続いて派遣されており各地の鉱床探査及び技

マリ･地下水資源開発調査はマリ政府が技術協力を要

請した同国東北地域住民の飲料水及び遊牧地整備の

水資源確保のプロジェクトの実施に対し国際協力事業

団が応えた計画である.本計画を推進するため事前調

査団が前年度末から今年度初めの約1ヵ月間派遣され

当所燃料部坊城俊厚部長を団長とし環境地質部村下敏

夫技官石井武政技官他2名が参加した.事前調査団

の報告にもとづき作業目標実行計画双方政府の保

証事項などを取決める実行計画作成チｰムが昭和53年!0

月に派遣された.チｰムの編成は団長が環境地質部松

野久也部長団員として環境地質部村下敏夫技官他4名

であった.これら2度にわたる調査団の事前協議にも

とづきボｰリング作業を中心とする地下水開発の本格

調査を進める実行計画案作成のためさく井物理探査

水利給水など各種専門家10名からなる第3次調査団が�
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編成され環境地質部村下敏夫技官は昭和54年1月から

約1.5ヵ月間国際協力事業団派遣専門家として現地に出

張した.

マレｰシア･地質調査所コタキナバル支所の鉱床探

査専門家による技術協力の要請に応え鉱床部上野三義

技官は国際協力事業団派遣専門家として昭和53年7月

から2カ年の任期で派遣された.

果の解析に対する技術協力を行うための予備調査で国

際協力事業団派遣専門家として燃料部坊城俊厚技官及

び物理探査部津宏治技官が昭和54年2月からそれぞれ

3ヵ月及び2ヵ月の予定で出張した.

5一国際会議

海外で開催された地学関係学会及び国際会議のなかで

下記の会議に当所職員が参加した(第8表参照).

地下水開発研修計画認査が国際協力事業団により計画

され当所から参加の技術部白波瀬輝夫技官環境地質

部野間泰二技官他4名がカタｰノレサウジアラビア及

びイラ1■における関係機関と協議のため昭和53年7

月に約3週間上記の国序に出張した.

帰国研修員巡回指導は国際協力事業団が行っている研

修業務の一環として実施され当所ですでに12回を終了

した沿海鉱物資源探査集団研修コｰスの帰国研修員に対

する技術指導のため物理探査部駒井二郎課長当所か

ら国際研究協力官室に出向している燃料部名取博夫技官

他1名がインドバングラデシュ及びビルマに出張

した.

イエメン'アラブ共和国･地方水道計画調査は同国

が国内開発計画の最重点事業として西独米国など諸外

国の援助で進めている水道プロジェクトに対しわが国

にも要請された技術協力を計画するためのものである.

国際協力事業団は事前調査団を編成し物理探査部武居

由之技官は団員として昭和53年11月から3週間現地に

出張した.

ケニア･リフトバレｰ地熱開発計画事前調査は同国

が計画しているこる地域の地熱開発計画に協力するため

国際協力事業団により計画され地殻熱部馬場健三課長

及び資源エネノレギｰ庁に出向している高木慎一郎技官

カミ団員として昭和54年2月1目から2週聞出張した.

マダガスカル･水資源開発事前調査は同国南部にお

ける水資源開発に対する技術協力要請に対し国際協力

事業団が対赤するもので昭穐54年3月から約20日間事

前調査団の派遣が決定された.燃料部曾我部正敏部長

を団長とし環境地質部森和雄技官他3名による調査団

が現地調査のため出張した.

トルコ･ゾングルダク海底炭田開発計画調査は同

国の石炭公社が進めている物理探査地質調査などの結

環太平洋マップ･プロジェクト第4回パネル議長会議

は米国地質調査所の主催により昭和53年5月2目～4

目の間バｰジニア州レストンの地質調査所本部で開催

された.会合には各パネノレの議長はじめ関係者約3g名

が参加しわが国からは北酉クオドラント･パネル西脇

親雄議長(資源開発大学校)及び海外地質調査協力室佐

野凌一室長が出席した.

会議の内容は各クオドラントにおけるマップ編集状況

の報告マップの編集に関係する各種のデｰタ特定の

マップに関する討議などであった.

第2回環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議は昭和53年7

月30目～8月4目の間米国ハワイ州ホノルルで環太平

洋諸国のほか世界各地から500名以上の関係者が参加し

て行われた.

この会議は環太平洋エネルギｰ鉱物資源理事会の主催

により4年に1回開催されその目的は環太平洋地域に

おけるエネルギｰ鉱物資源に関する地学研究の沸力

情報交換探査･開発と環境との関係及び広く地球科

学の研究などを促進することである.

わが国からは10数名が参加し論文発表並びに部会の

座長をつとめた.海外地質調査協力室佐野凌一室長は

環境部会の座長理事会メンバｰである当所所長代理と

して理事会会合に出席及び関連して開催されたCCOP

特別会合に出席などの役割を行った.

国際鉱床学連合(亙AGO⑰)第5回総会が米国ユタ州ソ

ノレドレイクで開催され鉱床部石原舜三課長は論文発表

及び討論に参加するため科学技術庁国際研究集会派

遣経費により昭和53年8月12目～21目の間出張した.

たお石原課長は鉱床部佐々木昭技官と共著で周本の花

商岩および花開岩系鉱床の硫黄同位体的特性と題する論

文を発表し優秀論文賞を与えられた.

第4回地質年代学･宇宙年代学･同位体地質学国際会

議が米国コロラド州スノｰマンで開催され技術部柴田

賢課長は本邦花陶岩の年代とストロンチウムの同位体と�
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��弟5表国際会議(53.4.1～54.3,31)���

会議名�開催地��期間出席者�活動�経費

環太平洋マップ･プロジェクト第4回パネル議長会議�米国バｰジニア州レスト�53.4.30～53.5.7�佐野凌](海外室)�地域事務局長�米国地質調査所

�ン���として出席�

第2回環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議�米国ハワイ州ホノルル�53.7.28～53.8.6�佐野渡一(海外室)�論文発表�ESCAP/CCOP

国際鉱床学連合(IAGOD)第5回総会�米国ユタ州ソルトレイク�53.8.12～53.8.21�石原舜三(鉱床部)�論文発表�科学技術庁

第4目地質年代学･宇宙年代学･同位体地質学国際会議�米国コロラド州スノｰマ�53.8.18～53.9.6�柴閨賢(技術部)�論文発表�周本学術会議

�ン����

ペン艀一ズ討論会�米国バｰジ三ア州ハンデ�53.9.9～53.9.21���

�インクレイク��石原舜三(鉱床部)�論文発表�米国地質調査所

�����米国国立科学財団

エスキャップ地域鉱物資源開発センタｰ管理理事会第1回会合�インドネシアバ:■ドン�53.9.17～53.9.27�佐野渡一(海外蜜)�政府代表�工業技術院

エスキャップアジア沿海鉱物資源共同探査調整委員会第15回会合�シンガポｰル�53.10.23～53.11.7�佐藤良昭(燃料部)�政府代表�工業技術院

"�〃�''�井上英二(海洋地質部)�特別顧間�国際協力事業団

東南アジア地質鉱物資源第3回地域会議�ダイバンコク�53.11.14～53.11.17�石原舜三(鉱床部)�論文発表�国際協力事業団

代替エネルギｰ国際会議�釆国ハワイ�54.1.8～54.1.13�陶山淳二(地殻熟部)�論文発表�国連大学

第8表国際

ム議

題する論文発表と討論に参加するため日本学術会議の

経費により昭和53年8月3目～19目の間出張した.

ペンロｰズ討論会(花闇砦質マグマの起源と進化について)

が米国バｰジニア州ハンティングレイクで開催され

鉱床部石原舜三課長は論文発表並びに米国地質調査所

(メンロバｰク)で講演するため米国国立科学財団及び

米国地質調査所の経費により昭和53年9月9目～21目の

間出張した.

エスキャップ･地域鉱物資源開発センタｰ(R醐R⑰C)

管理理事会第1回会合は昭和53年9月19目～25目の

間インドネシアのバンドンにある鉱山エネルギｰ省鉱業

技術開発センタｰで開催された.

管理理事国9カ国のうちイランを除く日本バング

ラデシュインドインドネシア韓国マレｰシア

フィリピン及びタイの8カ国の代表が出席しこのほ

かに関連国連機関及びRMRDC専門家も参加した.

わが国からは政府代表として海外地質調査協力室佐野

凌一室長及び外務省国連局専門機関課石榑敏満事務官

が出席したおエスキャップ事務局から鉱物資源課長

嶋崎吉彦課長(当所から出向中)及びRMRDC専門家

として派遣されている伊藤司郎技官も参加した.

議題のおもなるものはセンタｰの規約の検討所長

の報告センタｰのバンドンヘの移転センタｰが利用

できる財源加盟国の二一ズと能力次期2カ年間及び

それ以降の計画1978-79年の予算他の機関との協力

などであった.次回の会合は1979年にバンコクで開催

される予定である.一

エスキャップ･アジア沿海鉱物資源共同探査調整委

員会(CCOP)第15回会議は昭和53牢!0月24目～!1月

6目の間シンガポｰノレで開催された.この会合に関連

してCCOP技術語間グノレｰプ(砒G)第14回会合

CCOP/IOC/IDOEの東南アジア地質構造及び資源

(SEATAR)に関する共同作業グノレｰプ第4回会合及び

環太平洋マップ･プロジェクト北酉クオドラント･パネ

ル第4回会合も開催された.

参加者は太平洋信託統治諸島及びカンボジアを除く

日本インドネシア韓国マレｰシアパプア･ニュ

ｰギニアフィリピンシンガポｰノレタイ及びベトナ

ムの加盟国代表とオｰストラリアフランスインド

ネシア目本オランダ米国及び英国から派遣された

特別顧間国連本部開発技術協力部(DTCD)国連開発

計画(U.NDP)エスキャップ(ESCAP)国連環境計画

(UNEP)ユネスコ及び政府間海洋学委員会(IOC)

ASEAN石油理事会(ASCOPE)世界地質図委員会

(CGMW)国際地球科学連合(IUGS)の海洋地質学委

員会(CMG)及び環太平洋エネノレギｰ鉱物資源理事会

(CPCEMR)等の代表である.なお西独ノノレウェ

ｰスイス及びソ連の専門家も参加した.

当所からは政府代表として燃料部佐藤良昭技官特別

顧問として国際協力事業団経費により海洋地質部井上英

二課長エスキャップに派遣されている鉱物資源課嶋崎

吉彦課長CCOP事務局専門家河岡清雄技官が会議に

参加した.会議のおもたる議題は炭化水素に関する

活動砕暦重鉱物に関する活動CCOPの活動に関連す

るその他の調査研究SEATERのワｰクショップ並び

にCCoP/IOC/IDOE合同作業グノレｰプ第4回会合の

報告海洋鉱物資源の研究及び海洋科学技術に関する

関係国家機関及び国際機関との協力外部からの援助あ

るいは協力のレヴュｰ政策及び組織に関する事項など

であった.次回の会合は1979年インドネシアで開催さ

れる予定である.�
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東南アジア地質鉱物資源第3回地域会議はタイのバ

ンコクで昭和53年11月14目～17目の間開催された.南

タイのプリンス･ソンクラ大学に国際協力事業団派遣専

門家として出張中の鉱床部石原舜三課長は共同研究を

行っているタイの研究者とともに論文発表を行った.

代替エネルギｰ国際会議は国連大学の主催により米

国ノ･ワイ州ホノノレルで昭和54年1月9目～12目の間開

催された.地殻熱部陶山淳二部長は国連大学の経費に

より会議に参加し地熱資源に関する論文発表を行った.

なお当所職員が出席しなかったが継続的な協力関

係にあり参加を要請された国際会議としてつぎの3つが

開催された.東アジアの地質構造と資源に関する瓦皿O廻研

究の第2回CCOP/IOCワｰクショップ(S囲AT廻R)はイ

ンドネシアのバンドンで昭和53年10月17目～21目の間

開催された.エスキャップ･南太平洋沿海鉱物資源共同探

査調整委員会(CCOP/SOPAC)第7回会合はニュｰジｰ

ランドのウェリントンで昭和53年10月9目～12目の間

開催された.エスキャップ地域堆積盆地間層序対比作業グ

ルｰプ第3回会合はタイのバンコクで昭和53年11月

8目～14目の間開催された.

国内で開催され当所職員が参加した会議としては昭

和53年9月25目～29目の間東京で開催された第5回国

際海洋開発会議があり海洋地質部水野篤行課長及び

盛谷智之技官カミマンガン団塊に関する論文発表を行い

また昭和53年!0月6目東京で天然資源の利用開発に関

する日米技術会議(酊∫NR)海底地質専門部会第5回合同会議

が開催され米国側部会長D･｡P.D.S肌Y凪Y(米国地質

調査所)日本側部会長大町北一郎博士(地質調査所海洋

地質部長)はじめ部今委員幹事在ギが出席し両国の

部会及び関係機関等の活動報告などが行われた.

54年2月には14目～17目の間目本学士院において

第4回黒潮共同調査(CSK)シンポジウムが19目～24目の

間学士会館でユネスコ政府間海洋学委員会(亙巫C)･西太平

洋海域共同調査(W固S鯉AC)ワｰクショップ及びワｰキング

グルｰプ第1回会議が開催され前者には海洋地質部松本

英二技官カミ論文発表後者には海洋地質部大町北一郎部

長及び海外地質調査協力室佐野凌一室長が参加した.�


